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1

　'2015年１月中旬から下旬にかけ
ての経済状況について、関連する
業界、地域等の現状やご自身の知
見・経験等を踏まえ、3か月前(2014
年10月中旬から下旬)と比べて良く
なっているか、悪くなっているか選
んでいただき、その理由をデータや
具体的な事例とともに300字以内で
ご記入ください。その際、前年との
違い等お気づきの点があれば併せ
てご記入下さい。

２－１

「経済財政諮問会議における今後
の課題について」（平成26年12月27
日経済財政諮問会議　甘利経済財
政政策担当大臣提出資料）をご覧
いただき、特に強化・加速すべきと
お考えになる取組について具体的
なご意見がございましたら500字以
内でご記入ください。

２－２

　質問２－１でご提案いただいた取
組について、その背景となる具体的
な事例やモデルがあればご紹介く
ださい。

-

　次にやるべきことは、1. エネルギー政策の明確化と具体化。再生エネルギー技術の研究開発費を3倍程度増やし
（財源は年金医療の効率化から）、原発を国有化するなど、合理的な利用を再考慮すべき。2. 選挙制度改革を一年以
内に実現すること。各一人区の人口比例でその議員に議決権を与え、一票の格差を完璧に是正する。議席数を徐々
に減らす。3.　農地の不動産信託を導入し、農地集約を促し、農業の生産性を上げ、地方を豊かにする。

良くなってい
る

-

デフレ脱却・経済の好循環の継続に向けた取組

　優先的に強化・加速すべきところは、1. 労働政策。厚労省の労働政策審議会が提案した残業ルール「改革」はあま
りにも内容の幅が狭すぎて、労政審はほとんど機能しない状態。厚労大臣直結の特別諮問会議を利用して、労働市
場の「竹中プラン」にあたる案の策定を希望。2. 2017年4月の消費税引上げ時に「軽減税率」も導入するのは混乱を招
くだけ。むしろ、マイナンバーを利用した「負の所得税」を導入すべき。3. 社会保障歳出（2013年度の国民経済計算か
ら算出すると127兆円）の総額上限を決め、政府（国、地方、社会保障基金の連結ベース）の予算に当てはめる。

政策コメンテーター報告（第１回、意見照会期間：2015年1月20日～1月30日）　ロバートフェルドマン：モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社チーフエコノミスト

質問事項

経済動向

　1. 消費税増税の延期、2. 日銀のQE第二弾、3. 原油価格の下落、4. 円安へのほどよい進展、5. 第三の矢の進歩
（TPP再稼働、農業改革、など）が10月中旬に比べて刺激になっている。




